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はじめに
日本の人口は、平成 20 年（2008 年）をピークに減少に転じ、今後、加速度的に減少していくと
推計されています。
本町においては、昭和 55年（1980 年）以降 30 年間にわたって総人口は増加してきました。国
立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）による今後の推計では、平成 22年（2010
年）の総人口をピークに国と同様、年少人口と生産年齢人口が減少し、高齢人口は増加していくこ
とが予測されています。
本町では、平成 27年（2015 年）１月に「三股町地方創生推進本部」を設置し、人口減少と地
域経済縮小を克服し、将来にわたって持続的に発展していくため、人口の現状や将来推計、今後５
か年の目標や施策事業の基本的な方向性などを「三股町まち・ひと・しごと創生総合戦略」として
策定しました。

三股町の人口の現状

１. ３階層別人口の推移 
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（出典：国勢調査）

２. 人口構成の変遷

（出典：国勢調査）

３. 将来推計人口
（人） （比率）
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（出典：国立社会保障・人口問題研究所）

「人口減少」が地域に与える影響

１. 産業・雇用
生産年齢人口の減少により労働力不足を招き、雇用量の低下、後継者不足などの問題が生じることが懸
念されます。また、農林業については、担い手の不足により耕作放棄地の増加等が進み、地域によっては
人口減少がさらに深刻化するおそれがあります。

２. 子育て・教育
年少人口の減少による児童・生徒の減少に伴い、地域の核である学校の存続が難しくなることが懸念さ
れます。

３. 医療・福祉
高齢人口の増加により、医療や介護のさらなる需要増加が見込まれます。一方で、生産年齢人口は減少
するため、社会保障制度を維持できる制度へ再構築する必要性が高まると推察されます。

４. 地域生活
中山間地域を中心とした過疎の進展のほか、集中的に開発された都市周辺住宅地の住民の高齢化等に
より、集落や自治会など、地域コミュニティの共助機能が低下することが懸念されます。

５. 長期的財政
人口減少により、長期的には税収など歳入の減少が見込まれる一方、高齢化はさらに進むことから、社
会保障関係経費等が増加し、さらに財政の硬直化が進行するおそれがあります。
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実績（1980～2010年）
社人研推計
三股町独自推計

2010年 24,800人 2060年 21,357人
（三股町の独自目標）

2060年 18,952人
（社人研推計）

人

施策効果

地方創生の目的 総合戦略 三股町の人口の将来展望へ

人口状況分析

直面する問題

人口の減少 地域力の低下
政策分野 戦略施策 具体的な事業

　働く環境を整備し、人口減少に歯止めを
かけ、子育て・教育を支援するとともに、安
全・安心な暮らしやすいまちづくり、地域と
地域、人と人をつなぐまちを実現していくた
めに、まち・ひと・しごと創生に関する施策
を推進します。

基本目標①
　・企業立地による新規雇用者数 20 人
　・社会的自立期（概ね15～29 歳）までの
　　社会純減を300 人減に抑制。
基本目標②
　・本町に「ずっと住み続けたい」70％
　・社会純増（転入超過）毎年40 人を維持。
基本目標③
　・子育て支援 満足度 3.00 （H26年
　　（2014 年）実施町民アンケート調査 2.69
　　最高評価点4.00）
　・合計特殊出生率 1.84
　　（H52 年（2040 年）までに2.07）
基本目標④
　・物産品の販売拡大 年間商品販売額
　　120億円
　・過疎地域（長田・梶山）の交流人口の増
　　交流人口 200 人
　・中央地区人口減少率の抑制 0.3％

しごとを元気にし、
若者が安心して
はたらける
「みまた」をつくる

　社人研によれば、平成72年（2060年）の
人口は18,952人と推計されています。平成
22年（2010年）の人口24,800人と比較し
て23.5％の減少となります。

基本目標①
地場産業の地域資源
ブランド化と、雇用の創出 ○地場産業発掘再生事業

○畜産生産性向上事業
○施設園芸振興対策事業
○高校生×フードビジネスマッチング事業
○蓼池地区工業団地造成事業
○ネットなお仕事誘致・創出事業
○雇用推進事業

雇用を多く生み出す
企業誘致の推進

若者を呼び込む魅力的な
「しごと」の創出

地域と地域、
人と人をつなぐ
まち
「みまた」をつくる

基本目標④ ふるさと三股のＰＲ推進

地域魅力化プロジェクト

中央地区市街地の活性化

縁結び・結婚・
出産・子育て
しやすい
「みまた」をつくる

基本目標③ 縁結びから結婚までの
サポートの充実

結婚から出産までの
サポートの充実

出産からの子育て
サポートの充実

行きたい、
住みたい
「みまた」をつくる

基本目標② まちのあらたな
「にぎわい」の創出

移住・定住促進のための
総合支援の充実

○住民参加創造型公演制作事業
○みまたん霧島パノラマまらそん事業
○運動公園を利用したスポーツキャンプ
　誘致事業
○ものづくりフェア事業
○移住・定住応援事業
○みまた暮らし体験事業

○出会い（お見合い）サポート事業
○新婚世帯家賃等支援事業
○特定不妊治療費助成事業
○ブックスタート・ウッドスタート事業
○委託医療機関外予防接種事業
○公共施設多目的トイレ改修事業
○小学生医療費助成事業
○多子世帯出産祝い金事業
○ファミリー･サポートセンター
　利用料助成事業
○放課後児童健全育成事業

○ふるさと三股PR 推進事業
○長田地区住民と地域おこし協力隊による
　地域の課題研究事業
○宮崎大学との連携事業
○南九州大学との連携事業
○中央地区市街地活性化推進事業

【数値目標】
（H27年（2015年）～H31年（2019年））

基本目標①
　・企業立地による新規雇用者数 ０人→ 20 人
　・15～29歳までの
社会純減

 370人→300人

基本目標②
　・本町に「ずっと住み続
けたい」

 62% → 70％

　・社会純増（転入超過）
毎年40人を維持。

基本目標④
　・物産品の販売拡大
年間商品販売額

　　118億円→120億円
　・過疎地域（長田・梶山）
の交流人口の増

 交流人口 ０人→200人
　・中央地区人口減少率の
抑制 0.5%→0.3％

基本目標③
　・子育て支援 満足度 2.69→3.00
　　（最高評価点4.00）
　・合計特殊出生率 1.84
　　（H52年までに2.07）

　本町においては、昭和55年（1980年）以
降30年間にわたって総人口は増加してきま
した。
　社人研による今後の推計では、平成22年
（2010年）の総人口をピークに国と同様、
年少人口と生産年齢人口が減少し、高齢人
口は増加していくことが予測されています。
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三股町の人口の将来展望

国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」と「宮崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略」を踏まえながら、
本町の人口に関する推計分析等、目指す取り組みの方向性等を考慮し、目標とする人口規模を展望します。
本町の基本目標に向けた様々な施策と人口減少対策の効果が十分実現すれば、若い世代の結婚の促進、
出産・子育ての希望の実現などにより、合計特殊出生率が平成 52年（2040 年）に「2.07」へ上昇すると
想定しています。
また、社会増減は続くものの、積極的な移住や定住促進施策により、平成72年（2060 年）頃に社会
増減（転入・転出）は、均衡する想定です。

人口の将来展望（年齢３区分別人口及び割合）
（人） （比率）
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実績 推計

年少人口比率 生産年齢人口比率 高齢人口比率

推計を踏まえるとともに、本町では平成72年（2060年）の目標人口を「21,357人」とし、各種施
策を推進します。

おわりに
本町が掲げた平成72年（2060 年）の目標人口を達成するために様々な施策を実行し、人口減
少による影響を最小限に食い止め、少子高齢化を緩和することにより、将来にわたり住みやすい三
股町を持続していきます。
本町の恵まれた自然と資源を活かし、町民の安全・安心がしっかりと確保され、暮らしやすい環
境を創っていくため、本町は「三股町まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、人口減少の克
服に向けた取り組みを実行していきます。

三股町
まち・ひと・しごと創生　総合戦略

「概要版」
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